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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 14,338,487 14,550,849 18,974,031

経常利益 （千円） 331,624 653,764 397,223

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 425,334 511,627 483,274

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 367,779 459,967 415,612

純資産額 （千円） 5,400,093 4,948,577 4,749,587

総資産額 （千円） 9,102,602 8,699,549 8,280,058

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 4.55 5.88 5.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.3 56.8 57.4

 

回次
第11期

第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.19 2.96

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社について異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、円安による企業業績の改善や設備投資の穏やかな増加がみ

られるものの、個人消費の回復は依然弱く、全体として景気は横ばいの状況が続いております。また、世界経済

は、米国では雇用情勢の改善を背景に個人消費を中心とした拡大基調が続いておりますが、中国においては減速基

調が続いているとみられます。

　このような状況の中、成長性と安定性を重視した事業ポートフォリオの再構築を基本方針として、投資先である

グループ企業のバリューアップに努めてまいりました。その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高

14,550百万円（前年同期比1.4%増）、営業利益587百万円（前年同期比558.6%増）、経常利益653百万円（前年同期

比97.1%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益511百万円（前年同期比20.2%増）となりました。

　当社グループの各事業の概況は、次のとおりであります。

（ダイカスト事業）

　当事業におきましては、主要取引先の自動車業界について、北米市場向けを中心とした輸出が好調を維持し、当

第３四半期の新車販売台数は前年同四半期と同水準で推移し、当社グループの自動車業界への売上も比較的堅調に

推移しました。しかし、他の業界向け売上については、経済状況の変化などにより、一部の取引先に売上の減少が

ありました。このような環境下で当社グループは、生産性の向上と不良率の改善による原価低減に努めてまいりま

した。その結果、売上高は1,783百万円（前年同期比0.04%増）、セグメント利益（営業利益）105百万円（前年同

期比199.3%増）となりました。

（食品流通事業）

　当事業におきましては、競合他社との販売競争の流れは続いており、現状としましては昨年11月及び12月の年末

の消費動向に関して本格的なデフレ脱却は感じられるものではありませんでした。当社グループにおいても同様で

あり、酒類及び食品とも売上はほぼ横ばいでありました。前事業年度の下期より全店舗に拡大しました青果・精肉

の販売について当事業年度に注力した結果、売上を伸ばし、売上増に寄与しました。その結果、売上高は7,186百

万円（前年同期比3.0%増）となり、セグメント利益（営業利益）304百万円（前年同期比29.8%増）となりました。

（酒類製造事業）

　当事業におきましては、景気は横ばいの状況が続いており、少子化と若者のアルコール離れ、それに低価格志向

の流れが変わるところがありません。また、芋焼酎を主体に焼酎の消費量は業界全体として今期に入り大きく減少

を続けているものの、当社グループにおきましては閻魔シリーズの最上級酒や地元日田杉を素材にした香りや装丁

も楽しめる限定清酒の開発と市場投入、その他訴求力の期待できる低価格酒の販売強化、更に生産性の向上に努め

たことにより、売上高は前年実績比で微減となりましたが収益の改善を図ることができました。結果は、売上高

2,170百万円（前年同期比0.7%減）、セグメント利益（営業利益）171百万円（前年同期比27.3%増）となりまし

た。

（教育関連事業）

　当事業は教育に関連する三つの部門から構成されています。

　一つは、学校・学習塾向け教材の製作・販売及びテスト関連事業を行なっている部門であります。従来の外部委

託中心の編集方針を大きく方向転換し、独自の企画力を基にした差別化商品の開発・製作・販売に積極的に取り組

むことと致しました。営業部門におきましても、これまでの教材並びにテスト関連事業の縦割り、ライン別営業体

制を複合的に扱える一体の組織運営体制に改め、顧客代理店等との接触密度を高め、柔軟に、戦略的に、かつ、効

率的に販売活動を図れる体制に改めました。加えて、前期に引き続き見本品等の廃棄ロスを極力抑えるべく印刷発

注精度の向上にも努め、業績は飛躍的に改善を見せております。
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　また一つは、医療・福祉法人と提携し認知症緩和ケア教育（タクティール教育を含む）の実施を行なっている部

門であります。こちらにつきましては既に延受講者数は平成25年度に10,000名を突破し、その認知度は確実に拡大

定着しておりますものの、介護報酬が引き下げ減額された今年度におきましては、その厳しい経営環境から一般受

講者は報酬加算される他の研修講座に流れがちで伸び悩みの状態を続けるに至りました。また、昨年度同様厚生労

働省助成金交付事業の対象カリキュラムとして本教育システムが認定されていることから、法人施設を対象とした

強力な勧誘活動を傘下の中核センターを中心に展開しておりますが、こちらにつきましても応募条件に種々の制約

があることから芳しくない状況にあります。

　加えて最後に、株式会社立「ウィッツ青山学園高等学校」の運営を行なっている部門であります。

　その結果、全体として売上高は2,988百万円（前年同期比0.6%減）となり、セグメント利益（営業利益）319百万

円（前年同期比223.0%増）となりました。

（リフォーム関連事業）

　当事業におきましては、マンションの大規模修繕工事の下請等を主に行っております。材料費の高騰や職人不足

の影響等もありましたが、前年同期比で売上は増加いたしました。その結果、売上高は419百万円（前年同期比

9.7%増）、セグメント利益（営業利益）11百万円（前年同期 セグメント損失17百万円）となりました。

（その他）

　当事業におきましては、損害保険代理業務及び不動産事業等を行なっており、売上高２百万円（前年同期比7.1%

増）となり、セグメント利益（営業利益）37百万円（前年同期比10.1%減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は8,699百万円となり、前連結会計年度末に比べ419百万円増加いた

しました。

　これは主として、現金及び預金が247百万円、及び受取手形及び売掛金が277百万円増加、商品及び製品が135百

万円減少したことなどによるものです。

　当第３四半期連結会計期間末における負債は3,750百万円となり、前連結会計年度末に比べ220百万円増加いたし

ました。

　これは主として、支払手形及び買掛金が409百万円、及び未払費用が98百万円増加、短期借入金が240百万円及び

長期借入金が131百万円減少したことなどによるものです。

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は4,948百万円となり、前連結会計年度末に比べ198百万円増加いた

しました。

　これは、利益剰余金を原資とする配当260百万円を実施したこと、及びその他の包括利益累計額において、その

他有価証券評価差額金が51百万円減少しましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益511百万円を計上したこと

などによるものです。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における、グループ全体の研究開発活動の金額は17百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（４）従業員数

　該当事項はありません。

 

（５）生産、受注及び販売の実績

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年２月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 93,485,800 93,485,800
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 93,485,800 93,485,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 93,485,800 － 4,000,000 － 27,964

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　6,493,700 －
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 86,985,400 869,854 同上

単元未満株式 普通株式　　　6,700 － 同上

発行済株式総数 93,485,800 － 同上

総株主の議決権 － 869,854 －

（注）１　上記「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式26株が含まれております。

　２　「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式300株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社東理ホールディングス
東京都中央区銀座

一丁目19番７号
6,493,700 － 6,493,700 6.94

計 － 6,493,700 － 6,493,700 6.94

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,939,965 2,187,758

受取手形及び売掛金 ※１ 1,389,430 ※１,※２ 1,666,695

商品及び製品 1,430,257 1,294,597

仕掛品 224,023 315,908

原材料及び貯蔵品 225,534 244,892

未収入金 41,597 121,740

繰延税金資産 29,321 29,321

その他 131,711 136,582

貸倒引当金 △39,825 △5,823

流動資産合計 5,372,016 5,991,673

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 286,798 271,929

その他（純額） 767,191 746,010

有形固定資産合計 1,053,990 1,017,939

無形固定資産   

のれん 533,177 488,720

その他 70,920 61,305

無形固定資産合計 604,098 550,026

投資その他の資産   

投資有価証券 733,661 659,344

敷金 257,199 251,900

出資金及び保証金 159,321 158,363

長期貸付金 51,343 50,063

破産更生債権等 49,002 49,832

デリバティブ債権 22,770 －

繰延税金資産 787 787

その他 119,938 113,366

貸倒引当金 △144,071 △143,746

投資その他の資産合計 1,249,952 1,139,910

固定資産合計 2,908,041 2,707,876

資産合計 8,280,058 8,699,549
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,450,445 ※２ 1,859,976

短期借入金 281,500 41,000

1年内返済予定の長期借入金 306,531 317,536

未払金 230,925 248,573

リース債務 13,120 11,929

未払法人税等 29,091 71,937

未払消費税等 146,716 99,460

未払費用 171,475 270,093

賞与引当金 9,240 7,809

返品調整引当金 19,238 10,485

製品保証引当金 10,312 8,498

その他 71,435 169,094

流動負債合計 2,740,032 3,116,396

固定負債   

長期借入金 618,838 487,254

リース債務 22,773 21,312

繰延税金負債 87,455 63,034

資産除去債務 25,379 25,738

退職給付に係る負債 29,344 30,588

その他 6,647 6,647

固定負債合計 790,438 634,575

負債合計 3,530,470 3,750,972

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 71,256 71,256

利益剰余金 1,044,572 1,295,224

自己株式 △698,346 △698,347

株主資本合計 4,417,481 4,668,132

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 331,471 280,444

その他の包括利益累計額合計 331,471 280,444

非支配株主持分 633 －

純資産合計 4,749,587 4,948,577

負債純資産合計 8,280,058 8,699,549
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 14,338,487 14,550,849

売上原価 11,187,053 11,063,652

売上総利益 3,151,433 3,487,196

販売費及び一般管理費 3,062,278 2,900,015

営業利益 89,155 587,180

営業外収益   

受取利息 741 264

受取配当金 593 3,294

有価証券運用益 68,594 20,221

為替差益 63,978 2,273

受取賃貸料 21,116 20,796

貸倒引当金戻入額 3,199 391

償却債権取立益 78,356 34,385

その他 45,462 23,458

営業外収益合計 282,041 105,084

営業外費用   

支払利息 6,650 10,292

手形売却損 1,300 2,006

不動産賃貸費用 18,000 18,000

租税公課 9,475 7,307

その他 4,146 895

営業外費用合計 39,572 38,500

経常利益 331,624 653,764

特別利益   

固定資産売却益 2,975 1,551

過年度消費税等還付額 241,779 －

特別利益合計 244,754 1,551

特別損失   

固定資産除売却損 3,013 14,448

事務所移転損失 57,772 －

役員退職慰労金 － 48,000

減損損失 8,018 －

弁護士報酬 16,262 －

解決金等 24,000 －

その他 5,824 2,256

特別損失合計 114,891 64,704

税金等調整前四半期純利益 461,488 590,611

法人税等 37,160 79,617

四半期純利益 424,327 510,994

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,007 △633

親会社株主に帰属する四半期純利益 425,334 511,627
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 424,327 510,994

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56,547 △51,026

その他の包括利益合計 △56,547 △51,026

四半期包括利益 367,779 459,967

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 368,787 460,601

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,007 △633
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替を行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形割引高 81,092千円 66,535千円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 16,688千円

支払手形 － 103,442

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る、四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 105,170千円 143,553千円

のれんの償却額 44,457 44,457
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 139 1.5 平成26年３月31日 平成26年６月27日 資本剰余金

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 93 1.0 平成26年９月30日 平成26年12月８日 資本剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　平成26年６月９日付にて、第三者割当による自己株式の処分等を行いました。これらより、当第３四半期連

結累計期間において自己株式が27,226千円減少しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 130 1.5 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 130 1.5 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

ダイカスト
事業

食品流通
事業

酒類製造
事業

教育関連
事業

リフォーム
関連事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
1,782,504 6,975,402 2,186,844 3,009,337 382,430 14,336,518 1,969 14,338,487

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ 75 11,582 － 31,309 42,966 41,996 84,963

計 1,782,504 6,975,477 2,198,427 3,009,337 413,739 14,379,485 43,965 14,423,450

セグメント利益

又は損失(△)
35,379 234,890 134,898 99,026 △17,877 486,317 41,354 527,672

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務及び不動産事業等

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益又は損失 金額

報告セグメント計 486,317

「その他」の区分の利益 41,354

セグメント間取引消去 △31,819

全社費用（注） △406,697

四半期連結損益計算書の営業利益 89,155

（注）　当社の総務部門・経理部門等にかかる費用であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

ダイカスト
事業

食品流通
事業

酒類製造
事業

教育関連
事業

リフォーム
関連事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
1,783,334 7,186,776 2,170,673 2,988,330 419,625 14,548,740 2,109 14,550,849

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ 126 10,538 － 4,172 14,837 36,212 51,049

計 1,783,334 7,186,903 2,181,212 2,988,330 423,797 14,563,577 38,321 14,601,898

セグメント利益 105,908 304,994 171,779 319,873 11,710 914,266 37,159 951,425

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務及び不動産事業等

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益又は損失 金額

報告セグメント計 914,266

「その他」の区分の利益 37,159

セグメント間取引消去 △22,290

全社費用（注） △341,953

四半期連結損益計算書の営業利益 587,180

（注）　当社の総務部門・経理部門等にかかる費用であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4円55銭 5円88銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
425,334 511,627

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
425,334 511,627

普通株式の期中平均株式数（千株） 93,384 86,992

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　（中間配当）

第12期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年11月12日開催の取締役会

において、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

①配当金の総額 130,488千円

②１株当たりの金額  

　普通株式 1円50銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月７日(月)
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月15日

株式会社東理ホールディングス

取締役会　御中
 

ＫＤＡ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐 佐 木　　敬　　昌　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 毛 　利　　　　優 　　 印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東理

ホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10

月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東理ホールディングス及び連結子会社の平成27年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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